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平成２４年度学校法人昭和大学の決算は、平成

２５年５月２１日の臨時理事会で承認後、同月３

０日の評議員会に報告されました。平成２４年度

の主な事業は、教育環境整備として、講義室マル

チメディア教育システムの設置、富士吉田キャン

パス自然教育園の整備、学内情報基盤環境の整備

として、学内情報共有基盤システムの構築、学生

支援として奨学金制度の拡大、研究の充実として

昭和大学臨床薬理研究センター研究環境整備を行

いました。また、各附属病院の環境整備として、

大学病院では、中央棟開設時に導入した医療機器

等について、収支バランスを図りながらの更新、

藤が丘病院では、救急機能の集約、手術室の効率

的な運用のための改修工事、横浜市北部病院では、

横浜北部医療圏における周産期医療のハイリスク

分娩への体制整備、スーパー救急病棟としての運

営を開始、歯科病院では、患者アメニティーの充

実を目的に１号棟１・２階の改修工事を行いまし

た。江東豊洲病院は、平成２５年１２月の竣工に

向けての建設工事を進めており、江東豊洲病院看

護師寮の建設工事は、平成２６年３月の竣工を目

指し平成２４年１２月に着工しました。決算の概

要は次の通りです。 

 

一．貸借対照表について 

 平成２５年３月３１日現在の財産状況を示しま

す。固定資産(土地・建物・機器備品・特定資産他)

と流動資産(現金預金・未収入金他)の資産の部合

計は２，００７億４，２１８万円で、前年度末と

比べて８７億３，６０２万円の増です。主な要因

は、土地が２億７，０３０万円の増、教育研究用

機器備品が３億６４３万円の増、建設仮勘定が４

３億７，８０１万円の増、教育用ソフトウェアが

７，８４９万円の増、退職給与引当特定資産が２

億円の増、富士吉田校舎教育施設整備引当特定資

産が１億９，２４２万円の増、第３号基本金引当

特定資産が３億７，２８３万円の増、現金預金が

４７億１，３４９万円の増となっております。ま

た、既存の建物・機器備品等の減価償却額６５億

５２７万円が前年度簿価より減少しています。一

方、固定負債(長期借入金・学校債他)と流動負債

(次年度借入金返済金・未払金他)の負債の部合計

は５７２億８，６２６万円で、前年度末と比べて

１億６，５４７万円減少しました。長期借入金は

２億４，８０８万円、学校債は２億６，０００万

円、未払金は１億９，３６２万円、前受金は８，

８３２万円減少しておりますが、退職給与引当金

は１億３，１７９万円、短期の借入金は５億１，

４０４万円増加しております。 

資産の部合計から負債の部合計を差し引いた

「正味財産」は１，４３４億５，５９２万円で、

前年度より８９億１５０万円増加しました。 

 

二．消費収支について 

 消費収入の部合計は８９７億３，７８６万円で、

基本金組入額８３億８，０４０万円を除く帰属収

入合計は９８１億１，８２６万円となります。予

算と比べて学生生徒等納付金、手数料、医療収入、

寄付金、補助金、事業収入、雑収入が増、資産運

用収入は減でした。全体として２１億６，４３８

万円予算より増となっております。一方、消費支

出の部合計は８９２億１，６７６万円で、予算と

比べて、人件費、資産処分差額が増、教育研究経

費、管理経費、借入金等利息が減で、支出全体で

２億８，９９４万円予算より減となります。また、

帰属収支差額では、８９億１５０万円の収入超過

となりました。前年度は６６億２，８６６万円の

収入超過でしたので、前年度よりも２２億７，２

８４万円の増益となります。結果的に消費収入か

ら消費支出を引いた消費収支差額は、５億２，１

０９万円の収入超過となります。 

 

三．資金収支について 

 資金収支は、法人の諸活動に対応する全ての収

入支出の内容を示します。当年度の資金収入は１，

００１億８，９４６万円、資金支出は９５４億７，

５９６万円で、当年度の資金収支差額は４７億１，

３４９万円の収入超過でした。収入においては、

予算と比べて、学生生徒等納付金収入は３億８，

７４８万円の増、手数料収入は１億４，６０９万
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円の増、医療収入は１０億７，２７８万円の増、

寄付金収入は２，５０７万円の増、補助金収入は

３億４，４５３万円の増、事業収入は１億３３０

万円の増、雑収入は６，６８４万円の増となって

おります。支出は、人件費支出が６億１，８８５

万円の増、教育研究経費支出が２億７，６７６万

円の減、管理経費支出が２億８４１万円の減でし

た。また、その他の経費として土地、建物等の施

設関係支出、教育研究用機器備品、図書などの設

備関係支出、および資産運用支出があります。 


